
竹原火力発電所新１号機設備更新計画

電源開発株式会社

環境影響評価方法書のあらまし



はじめに

　平素より皆様には、当社の事業活動につきまして、格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼を申し上げ
ます。
　当社の竹原火力発電所は、1 号機（25 万 kW）が昭和 42 年に営業運転を開始して以降、重油を主燃
料とする 2 号機（35 万 kW）が昭和 49 年（平成 7 年に石炭に燃料転換）に、3 号機（70 万 kW）が
昭和 58 年に営業運転を開始し、現在、1 号機・2 号機・3 号機の計 130 万 kW の石炭火力設備が稼働
しておりますが、このうち 1 号機は運転開始以来すでに 43 年以上、2 号機も 36 年以上が経過しており
設備の高経年化対策が必要な状況となっていることから、既設 1・2 号機を、60 万 kW の最新鋭の石炭
火力発電設備（新 1号機）に更新することを計画いたしました。
　本計画で最新の設備を導入することにより、硫黄酸化物（SOx）・窒素酸化物（NOx）・ばいじんを削
減し地域社会への環境負荷低減を図るとともに、エネルギー利用効率の向上によって、日本の電力供給シ
ステムの低炭素化に貢献できるものと考えております。
　本計画を進めるに当たりまして、環境への影響を調査、予測及び評価するため「環境影響評価法」及び「電
気事業法」に基づき環境影響評価（環境アセスメント）を実施してまいります。本冊子は環境影響評価方
法書のあらましをご紹介するものです。ご一読いただきまして、竹原火力発電所新１号機設備更新計画に
ついて、皆さまのご理解を賜りますようお願い申し上げます。

〔平成20年12月撮影（電源開発株式会社））〕
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対象事業の概要

対象事業の内容

発電所の配置計画の概要
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対象事業実施区域

主要な工事実施区域
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新１号機放水口

主要な工事実施区域
（撤 去 跡 地）

※対象事業実施区域のうち発電所構外の資材置場を除く。

原動力の種類；汽　力
出　　　　力；新１号機60万kW
燃　　　　料；石　炭
所 　 在 　 地；広島県竹原市忠海長浜二丁目1番1号
主な工事の概要；本事業は竹原火力発電所の1号機、2号機、3号機の運転を継続しながら、新1号機の
                       建設工事に着手する計画です。
                       主要な工事としては、貯運炭設備建設工事、 新1号機発電設備エリア建設準備工事
                       及び新1号機建設工事、新1号機取水設備エリア工事、新1号機運開後の1号機、2号
                       機の発電設備撤去工事があります。
工事開始時期；平成26年（予定）
運転開始時期；平成32年（予定）



　このたび計画いたしました 60 万 kWの最新鋭の石炭火力発電設備（新 1 号機）は、環境影響評価法
の第１種事業に該当することから、環境影響評価の手続きを行います。
　今回の環境影響評価方法書は、環境影響評価を行うために必要な対象事業の概要、対象事業実施区域
周辺の状況及び環境影響評価の項目、調査、予測及び評価の手法について記載したものです。

　大気環境、水環境、土壌及び地盤、地形及び地質、動植物、生態系、景観及び人と自然との
触れ合いの活動の場の状況について、既存の文献等を参考に概況を調査いたしました。　　

　人口及び産業、土地利用、海域等の利用、交通、学校・病院・住宅等の配置、下水道の整備
及び廃棄物の状況について、既存の文献等を参考に概況を調査いたしました。
　また、環境保全を目的とした法令等による指定地域、規制基準についても内容を調査いたし
ました。

　環境影響評価を行う項目は、｢発電所の設置又は変更の工事の事業に係る環境影響評価の項目並びに当
該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のため
の措置に関する指針等を定める省令」（平成 10 年通商産業省令第 54 号）に基づき、対象事業の特性と
対象事業実施区域及びその周囲の地域特性を踏まえ、右表のとおり選定いたしました。

　発電所建設等の工事や運転によって、環境の変化が予想される大気や水質等について、文献調査及び
現地調査により現況を把握したのち、数値計算等により影響を予測し、環境保全に対して配慮すべき事
項を検討いたします。

　調査及び予測の結果を踏まえ、環境影響が実行可能な範囲内で回避又は低減されているか、環境保全
についての配慮が適正になされているかを検討、評価いたします。
　また、国や自治体によって、環境基準や環境保全上の規制基準等の環境保全施策が示されている場合
には、それらとの整合が図られているかを検討、評価いたします。

対象事業実施区域及びその周囲の概況把握

環境影響評価について
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対象事業に係る環境影響評価の項目
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環境影響評価項目の選定表
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注：1　　　は、発電所の一般的な環境影響評価項目（参考項目）であることを示します。
　　2「　」は参考項目のうち、環境影響評価の項目として選定する項目であることを示します。
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この印刷物は大豆インキで印刷しています古紙パルプ配合率100％再生紙を使用
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皆様のご意見

皆様のご意見

場 所 期 間 時 間 備 考

土曜日、日曜日、「国民の祝日
に関する法律」に規定する休日
及び年末年始の閉庁日は除く午前9時

～午後5時まで

　環境保全の見地から、ご意見をお持ちの方は書面にて意見書を、平成23年 2 月10日（木）〔当日消印有効〕
までにお寄せ下さい。
　以上、竹原火力発電所新１号機設備更新計画に係る環境影響評価方法書のあらまし等をご紹介しました。
何卒、今回の環境影響評価の実施にご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。

環境影響評価方法書に関するお問い合わせ先

方法書の縦覧について

　法律に基づく環境影響評価の手続きは次のとおりであり、今回の「方法書」の縦覧は太枠
の段階のものです。今後、皆様のご意見をお聞きした上で調査・予測・評価を行い、その結
果を「準備書」としてまとめ縦覧や説明会を開催し、さらに「評価書」として取りまとめる
こととなります。

広島県環境県民局
　環境部環境保全課
竹原市役所
竹原市役所忠海支所
竹原市大乗公民館
三原市役所

電源開発株式会社
　竹原火力発電所

平成22年12月22日（水）
～平成23年１月27日（木）
まで

電源開発株式会社 経営企画部環境マネジメントグループ
〒104-8165　東京都中央区銀座 6-15-1
TEL:03-3546-2211    FAX:03-3546-9531

電源開発株式会社 竹原火力発電所企画・管理グループ
〒729-2394　広島県竹原市忠海長浜 2-1-1
TEL:0846-27-0211    FAX:0846-24-1506

平成22年12月29日(水）～
平成23年1月3日（月）は除く

※電源開発株式会社竹原火力発電所では、縦覧期間終了後も平成23年2月10日（木）までご覧になれます。

（年末年始期間を考慮し、
縦覧期間を延長しております）


